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国民健康保険税（以下、「国保税」と表します。）は、国民健康保険（以下、「国保」と表します。）加入者 

の皆さんが病気やケガをしたときの医療費や、様々な給付を受けるときの貴重な財源となっています。皆さ

んが安心して医療を受けられるよう、納期限内の納付にご協力をお願いいたします。 

令和７年度の国保税の概要は、下記のとおりです。 
 
 

１ 税率と算出方法について 
国保税は、下記に基づき算出し、国保加入者の加入月数に応じて月割り計算します。医療分と支援金分

は、国保加入者全員にかかります。介護分は、４０歳以上６５歳未満の国保加入者にかかります。                                                                                                   

 医療分 支援金分 介護分 

所得割 
国保加入者の前年の総所得金額等を基礎に課税 ①  ⑤ ⑨ 

均等割 
国保加入者１人ごとに課税 ② ⑥ ➉ 

世帯別平等割 
世帯ごと一律に課税 ③ ⑦ ⑪ 

小計 
医療分、支援金分、介護分ともに各上限額以下とする。 

④≦6６万円 
（上限額） 

⑧≦2６万円 
（上限額） 

⑫≦17万円 
（上限額） 

令和７年度 年税額 
４月から翌年３月までの１２ヶ月間加入した場合の金額 

④+⑧+⑫ 
年度途中での加入・脱退は、 

加入月数に応じて月割り計算 

 

【 医 療 分 】医療給付に充てる医療分 

①  所得割    （令和６年中の総所得金額等－基礎控除額最大４３万円） × ６．５８％ 

②  均等割     ２４，０００円／国保加入者 1人 

③  世帯別平等割   ２４，６００円／１世帯 

④  医療分の年税額 ＝（加入者個人ごとに算出した上記の①・②の合計額）＋ ③ 

 

【 支 援 金 分 】後期高齢者医療制度を支える後期高齢者医療支援分 

⑤  所得割       （令和６年中の総所得金額等－基礎控除額最大４３万円） ×２．８８％ 

⑥  均等割        １０，６００円／国保加入者 1人 

⑦  世帯別平等割  ９，５００円／１世帯 

⑧  支援金分の年税額 ＝（加入者個人ごとに算出した上記の⑤・⑥の合計額）＋ ⑦ 

 
【 介 護 分 】介護保険のサービスに充てる介護分（４０歳以上６５歳未満の方にかかります）  

⑨  所得割      （令和６年中の総所得金額等－基礎控除額最大４３万円） ×２．３８％ 

⑩  均等割        １０，０００円／４０歳以上６５歳未満の国保加入者１人 

⑪  世帯別平等割  ８，１００円／４０歳以上６５歳未満の国保加入者がいる世帯 

⑫  介護分の年税額 ＝（４０歳以上６５歳未満の加入者ごとに算出した上記の⑨・➉の合計額）＋⑪ 

 

 

令和７年度 税率の改定について 
国民健康保険（以下、「国保」と表します。）は、加入者の皆さんが納める国民健康保険税（以下、「国保

税」と表します。）をもとに医療費などにあてる相互扶助の保険制度です。 

平成２９年度までは市が単独で国保を運営していましたが、平成３０年度からは国保制度が改革され、長

野県と市町村が共同して国保を運営することとなりました。長野県国保運営方針について、詳し

くはＱＲコードからご覧ください。 

平成３０年度からは、税率の決定などは、次のような県全体の仕組みの中で行われています。 

令和７年度 
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県は、国保の財政運営の責任主体となり、市町村へ医療費等に充てるための納付金額と標準的な保険税率

を示します。市町村は、県が示す納付金額等を考慮して、国保加入者の皆さんに納めていただく国保税の税

率を定めます。県は、市町村が納める納付金を原資として、市町村が支払う医療費を全額市町村に交付して

います。 

茅野市の国保税は、平成３０年度に税率を改定してからは、国保加入者の皆さんの負担にならないよう留

保財源を活用しながら税率を据え置いてきました。しかし、国保加入者一人当たりの医療費が年々増える一

方で、国保加入者数は減少しているため、令和６年度は６年ぶりに税率を改定しました。それでもなお、令

和７年度の国保加入者一人当たりの納付金額は前年度に比べて増えており、今後も厳しい国保運営が見込

まれます。このことから、持続可能な国保制度を維持するため、令和７年度も引き続き税率を改定し、国保

加入者の皆さんへご負担の増加をお願いすることにしました。 

今後の国保運営では、税率を引き上げるだけでなく、健康事業の推進などによる医療費の削減に一層努め

ていきます。病気やけがをしたとき、国保加入者の皆さんが安心して医療を受けられるよう、税率の改定に

ついて、皆さんのご理解をお願いします。 

 

【税率】 

区 分 令和６年度 令和７年度 
 
 

医 療 分 

所 得 割 6.１２％ 6.58％ 

均 等 割 ２２，４００円 ２4，0００円 

世帯別平等割 ２２，７００円 ２4，6００円 
 
 

支 援 金 分 

所 得 割 2.95％ 2.88％ 

均 等 割 １１，１００円 １0，6００円 

世帯別平等割 ９，８００円 ９，5００円 
 
 

介 護 分 

所 得 割 2.46％ 2.38％ 

均 等 割 10，７００円 １０，0００円 

世帯別平等割 8，5００円 ８，1００円 

   ※介護分は４０歳以上６５歳未満の方が対象です。 

 

 
Ｑ、納税義務者は誰ですか？ 

  世帯主の方が納税義務者となります。国保税は世帯単位で課税となり、世帯主の方が国保に加入して

いなくても、納税通知書等は世帯主の方宛にお送りします。 

Ｑ、所得割はどうやって算出しますか？ 

Ｑ１ 算出対象者は誰ですか？ 国保加入者の個人ごとに算出します。 

Ｑ２ 算出基礎となる所得の 

対象期間は？ 

国保加入者の令和６年１月１日から１２月３１日までの１年間

に生じた所得を根拠とします。 

Ｑ３ 控除はありますか？ 基礎控除（最大４３万円）のみです。 

Ｑ４ 退職所得は含みますか？ 総所得額に含みません。 

Ｑ５ 令和７年１月２日以降に

転入した場合は？ 

前年中の所得の状況は、令和７年１月１日時点でお住まいであ

った市区町村で把握しているため、当初は所得割額が算入され

ていない場合があります。この場合、市が前住所地に確認し、

税額が変わる場合は再度納税通知書を送付します。 

Ｑ、均等割はどうやって算出しますか？ 

世帯内の国保加入者の人数で計算します。（年齢や所得に関係なく加入者ごと一律に課税） 

Ｑ、世帯別平等割はどうやって算出しますか？ 

世帯の中で 1人でも国保加入者がいる場合、加入者の人数とは関係なく一定額が加算されます。 

Ｑ、国保税額はどうやって算出しますか？ 

Ｑ１ 算出方法は？ 加入月数に応じて月割り計算します。 

Ｑ２ 加入月とする基準は？ 例えば、同月内に会社の健康保険と茅野市の国保の資格が混在

する場合でも、月末日時点で茅野市の国保の資格がある月を加

入月とみなします。 

Ｑ３ 届け出が遅れた場合は？ 被保険者の資格を得た月にさかのぼって計算します。 

Ｑ４ 月割り計算の基準日は？ 例えば、退職等によって社会保険から抜けた場合、退職日の翌

日が属する月から月割り計算します。 
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Ｑ５ 転入した場合は？ 転入日（≠届出日）が属する月から月割り計算します。 

Ｑ６ 納税義務者（世帯主）を

変更した場合は？ 

世帯主変更をした月の前月までが旧世帯主分、世帯主変更した

月から新世帯主分として月割り計算します。 

Ｑ，介護分（介護保険料）とは何ですか？ 

40歳以上 65歳未満の国保加入者は、国保税に介護分（介護保険料）を含めて納めていただきます。 

Ｑ１ 年度途中で４０歳になる

場合はどうなりますか？ 

４０歳になった月から月割り計算した介護分がかかります。対

象者には、４０歳になった月の翌月に改めて更正決定通知書と

納税通知書をお送りします。 

誕生日が１日の人は、誕生日の前月から月割り計算します。 

Ｑ２ 年度途中で６５歳になる

場合はどうなりますか？ 

６５歳になる前月までの月数に基づき月割り計算した介護分が

かかります。納税通知書では、当初にあらかじめ６５歳になる

前の月数分で年税額を算定し、納期の回数で分割していますの

で、年度途中で納付額が減額になることはありません。 

誕生日が１日の人は、誕生日の前々月までの月数に基づき月割

り計算します。 

Ｑ３ ６５歳になった月以降の

介護保険料はどうなりま

すか？ 

介護保険料として、別の方法により納めていただきます。 

 
 
２ 軽減制度について 
a）低所得世帯に対する軽減について 
所得の少ない世帯の税負担を軽くするため、国保税の納税義務者（世帯主）及びその世帯に属する国保

加入者の前年中の総所得金額等の合計額が一定額以下の場合、均等割額と世帯別平等割額を減額する

制度があります。 

Ｑ１ 軽減判定する基準日はい

つですか？ 
賦課期日（４月１日）時点です。 

Ｑ２ 軽減判定対象者は誰です

か？ 

賦課期日（４月１日）時点での世帯の所得及び加入者数により

判定を行います。 

国保に加入していない世帯主の所得も含みます。 

特定同一世帯所属者（国保から後期高齢者医療制度へ移行さ

れた方で、後期高齢者医療の被保険者となった後も継続して

同一の世帯に属する方）を含みます。 

Ｑ３ 何が減額されますか？ 均等割と世帯別平等割です。 

国保税の納税義務者（世帯主）及びその世帯に属する国保加入者の前年中の総所得金額等の合計額

が「一定額以下」となる計算方法を教えてください。 

Ｑ４ ７割 軽減 ４３万円＋１０万円×(給与所得者等の数－1)以下 

Ｑ５ ５割 軽減 ４３万円＋（３０万５千円×加入者数） 

＋１０万円×（給与所得者等の数－１）以下 

Ｑ６ ２割 軽減 ４３万円＋（５６万円×加入者数） 

＋１０万円×（給与所得者等の数－１）以下 

 

b）未就学児の均等割の軽減について 

子育て世帯の税負担を軽くするため、未就学児の均等割額について２分の１が軽減される制度があり

ます。 

Ｑ１ 対象者は誰ですか？ 未就学児（６歳に達する日以降の３月３１日までの間にある

方） 

Ｑ２ 何がどれくらい減額され

ますか？ 
国保税の均等割額について、２分の１が減額されます。 

Ｑ３ 既に７割、５割、２割の

軽減世帯ですが、重複適

用されますか？ 

均等割と世帯別平等割が軽減（７割、５割、２割）適用中で

も、更に２分の１が減額されます。 
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未就学児１人に係る均等割額 

所得軽減区分 

均等割額(医療分＋支援金分) 減額割合 

未就学児均等割

減額なし 

未就学児均等割 

減額あり 

未就学児均等割

減額なし 

未就学児均等割 

減額あり 

7割軽減世帯 １０，３８０円 ５，１９０円 ７割軽減 ８．５割軽減 

5割軽減世帯 １７，３００円 ８，６５０円 ５割軽減 ７．５割軽減 

2割軽減世帯 ２７，６８０円 １３，８４０円 ２割軽減 ６割軽減 

軽減なしの世帯 ３４，６００円 １７，３００円 軽減なし ５割軽減 

※未就学児の人数によっては、税額端数処理のため、減額後の均等割額が異なる場合があります。 

 

c）倒産・解雇・雇い止め等に対する離職軽減について 

非自発的な失業などで職を失った失業者が、在職中と同程度の税負担で医療保険に加入できるよう、失

業された方の給与所得を１００分の３０とみなして国保税を算定する制度があります。 

Ｑ１ 対象者は誰ですか？ 非自発的な失業などにより、国保に加入された方 

Ｑ２ 軽減対象の離職事由は何

ですか？ 

ハローワークから交付される「雇用保険受給資格者証」又は

「雇用保険受給資格通知」の離職理由が下記の方が対象となり

ます。 

特定受給資格者（離職理由番号 11・12・21・22・31・32） 

特定理由離職者（離職理由番号 23・33・34） 

Ｑ３ 何が減額されますか？ 失業者本人の前年の給与所得金額を３０/１００として所得割

額を計算します。 

Ｑ４ 軽減期間はどのくらいで

すか？ 

離職日の翌日の属する月から、その月の属する年度の翌年度ま

での間です。 

Ｑ５ どのように申請すればよ

いですか？ 

保険課窓口にて、ご本人又は同一世帯の方からの申請が必要で

す。 

Ｑ６ 注意事項はありますか？ 高年齢受給資格者（離職日時点で６５歳以上の方で、６５歳以

上の離職に対する一時金の給付を受けている方）や特例受給

資格者（短期雇用者の離職に対する一時金の給付を受ける方）

は対象となりません。 

仮の雇用保険受給資格者証では受け付けできません。 

✓不動産所得などの給与以外の所得については減額の対象とな

りません。 

✓給与所得金額が国保税の基礎控除額（４３万円）以下の場合

は軽減されません。 

 

d）産前産後期間の軽減について 

子育て世帯の税負担を軽くするため、令和６年１月から、出産被保険者に対する産前産後期間相当分の

所得割と均等割を減額する制度が始まりました。 

Ｑ１ 対象者は誰ですか？ 令和５年１１月１日以降に出産された国保被保険者の方で、妊

娠８５日（４ヶ月）以上の出産が対象です（死産、流産、早産

及び人工妊娠中絶の場合も含みます）。 

Ｑ２ 何が減額されますか？ ✓その年度に納める所得割額と均等割額から、出産予定月の前

月から出産予定月の翌々月の４ヶ月相当分が減額されます。 

✓多胎妊娠の場合は、出産予定月の３ヶ月前から６ヶ月相当分

が減額されます。 

Ｑ３ いつから届出ができます

か？ 

出産予定日の６ヶ月前から届出ができます。出産後の届出も可

能です。 

Ｑ４ どのように届出すればよ

いですか？ 

保険課窓口でご本人又は同一世帯の方が届出をしてください。

出産前に届出される場合は、母子健康手帳をご持参ください。 

Ｑ５ 届出をしていなかったの

ですが、これから届出し

ても、さかのぼって減額

されますか？ 

令和５年度については、産前産後期間のうち令和６年１月以降

の期間の分だけ、さかのぼって減額されます。例えば、令和５

年１１月に出産した場合、令和６年１月相当分の保険税が減額

されますので、該当する場合は届出をしてください。 
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e）その他の軽減について 

✓これまで国保加入者であった方が後期高齢者医療制度へ移行したことに伴い、世帯内で国保に加入

する方が 1 人だけとなった場合、世帯別平等割を最大８年間軽減します。 

✓他の健康保険等の被扶養者であった方が、扶養者の後期高齢者医療制度への加入により国保に加入

する場合、一定の額を減免します。 
 
 
３ 納税通知書の発送と納期限について 

国保税は通常、６月を１期として翌年３月の１０期まで計１０回に分けて納付していただきます。 

６月中旬に１年間の税額と各期別（１期～１０期）の税額を通知します。納期内のご納付をお願いします。 

月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 

国 保 税   １期 ２期 ３期 ４期 ５期 ６期 ７期 ８期 ９期 10期 

発 送 日   
６月

中旬 

６月以降は、国保加入・喪失等の届出をされた月の翌月中旬に随時発送しま

す。お支払いは、３月までの納期限残数で、年税額を按分します。 

納 期 限 
（口座振替日） 

  6/30 7/31 9/1 9/30 10/31 12/1 12/25 2/2 3/2 3/31 

例）国保税年税額 ６０，０００円 

国保加入月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 

月換算(円) 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 

支払い期 
 

１期 ２期 ３期 ４期 ５期 ６期 ７期 ８期 ９期 10期 

支払額(円) 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 

 
 
４ 公的年金からの特別徴収（年金天引き）について 

Ｑ１ どんな条件に該当する

と、年金天引きとなりま

すか？ 

下記の４要件の全てに該当する方が、国保税の納付方法が世帯

主の年金から天引きに変わります。 

対象者には、あらかじめ通知いたします。 

Ｑ２ ４つの要件 １ 世帯の中で国保加入者全員が６５歳以上である。 

２ 世帯主が国保に加入している。 

３ 世帯主の介護保険料が年金から天引きされている、又は今

後年金天引きとなる。 

４ 天引き対象となる年金の年額が１８万円以上であり、国保

税と介護保険料を合わせた天引き額が、１回あたりの年金

支給額の２分の１を超えていない。（複数の公的年金を受

給されている方は、判定される天引き対象年金は「老齢基

礎年金」が第一優先順位） 

Ｑ３ 年金天引きについて留意

事項はありますか？ 

世帯主が７５歳に到達する年度は、年金天引きから普通徴収

（納付書又は口座振替）に切り替わります。 

Ｑ４ 納付書又は口座振替にし

たいのですが？ 

お申し出により、年金天引きから口座振替への変更ができま

す。 お申し出窓口「保険課 国保年金係」 

 

 
 

５ お問合せ先について 

茅野市役所 ☎（０２６６）７２－２１０１ 
納 付 の ご 相 談・・・税務課 収 税 係（内線１９４） 

課税内容のご相談・・・保険課 国保年金係（内線３２２） 



- 6 - 

国保税の計算例 

 ４月１日現在、Ｓさんのお宅は３人家族で全員国保加入者です。所得の状況は次のとおりです。 

Ｓさん ４６歳  前年の総所得１７０万円 

妻   ３８歳  前年の総所得３０万円 

母   ７２歳  前年の総所得９０万円 

 

【医療分】 

所得割額 （Ｓさんの所得 １７０万円－基礎控除４３万円） × ６．５８％ ＝ ８３，５６６円 

（妻の所得    ３０万円－基礎控除４３万円） × ６．５８％ ＝      ０円 

（母の所得    ９０万円－基礎控除４３万円） × ６．５８％ ＝ ３０，９２６円 

均等割額                    ３人 × ２４，０００円 ＝ ７２，０００円 

世帯別平等割額                   一律 ２４，６００円 ＝ ２４，６００円 

Ａ 医療分合計額   ２１１，０００円 

  （１００円未満切り捨て） 

 

【支援金分】 

所得割額 （Ｓさんの所得 １７０万円－基礎控除４３万円） × ２．８８％ ＝ ３６，５７６円 

（妻の所得    ３０万円－基礎控除４３万円） × ２．８８％ ＝      ０円 

（母の所得    ９０万円－基礎控除４３万円） × ２．８８％ ＝ １３，５３６円 

均等割額                    ３人 × １０，６００円 ＝ ３１，８００円 

世帯別平等割額                    一律 ９，５００円 ＝  ９，５００円 

Ｂ 支援金分合計額   ９１，４００円 

（１００円未満切り捨て） 

 

 

【介護分】 ※介護分は、４０歳以上６５歳未満の方が該当⇒Ｓさんのみに対して計算します 

所得割額 （Ｓさんの所得 １７０万円－基礎控除４３万円） × ２．３８％ ＝ ３０，２２６円 

均等割額                    １人 × １０，０００円 ＝ １０，０００円 

世帯別平等割額                    一律 ８，１００円 ＝  ８，１００円 

Ｃ 介護分合計額   ４８，３００円 

（１００円未満切り捨て） 

 

国保税年税額（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）＝ ３５０，７００円 
 

上記年税額を納めていただく場合、期別税額は次のようになります。 

年税額  １期６月 ２期７月 ３期８月 ４期９月 ５期１０月 ６期１１月 ７期１２月 ８期１月 ９期２月 １０期３月 

350,700 35,700 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 

  

※年税額を納期数の 10 回で除した後の金額に１００円未満の端数が生じる場合は、その端数を全て初

回の納期に合算します。 

 ⇒３５０，７００円÷１０回（１期～１０期）＝３５，０７０円 

国保税の仮計算表  下表にあてはめると仮計算ができます 

【医療分】 

 計 算 内 容 算 出 税 額 

① 所 得 割 

（前年の総所得金額） 

｛（    円） － （４３万円) ｝× ６．５８％ 

 ※加入者ごとに計算し合算します。 
円 

② 均 等 割 （国保加入者       人） × ２４，０００ 円 円 

③世帯別平等割 一律 ２４，６００ 円 ２４，６００円 

医療分合計 ①＋②＋③ （100円未満切り捨て・上限６６万円） Ａ      円 

 

【支援金分】 

 計 算 内 容 算 出 税 額 

④ 所 得 割 

（前年の総所得金額） 

｛（    円） － （４３万円) ｝× ２．８８％ 

 ※加入者ごとに計算し合算します。 
円 

⑤ 均 等 割 （国保加入者       人） × １０，６００円 円 

⑥世帯別平等割 一律 ９，５００ 円 ９，５００円 

支援金分合計 ④＋⑤＋⑥ （100円未満切り捨て・上限２６万円） Ｂ      円 

 

【介護分】 ※介護分は、４０歳以上６５歳未満の方にかかります 

 計 算 内 容 算 出 税 額 

⑦ 所 得 割 

（前年の総所得金額） 

｛（    円） － （４３万円) ｝× ２．３８％ 

 ※加入者ごとに計算し合算します。 
円 

⑧ 均 等 割 （40歳以上 65歳未満の国保加入者    人） × １０，０００ 円 円 

⑨世帯別平等割 一律 ８，１００ 円 ８，１００円 

介護分合計 ⑦＋⑧＋⑨ （100円未満切り捨て・上限１７万円） Ｃ      円 

 

 

国保税年税額 （４月～翌年３月までの１２ヶ月加入分） 

医療分合計（Ａ   円）＋支援金分合計（Ｂ   円）＋介護分合計（Ｃ   円） 円 

年度途中で加入・脱退したときは、加入月数に応じて月割り計算します １期～１０期を３５，０００円とし、１００円未満の端数７０円×１０回＝７００円を１期に合算します。 

１期の税額＝３５，０００円＋７００円＝３５，７００円 


